
アセアン投資の法制度―投資優遇措置・公益義務・投資紛争：
アセアン経済共同体（AEC）の共通法整備の呼び声に拘わらず、アセアン諸
国の経済法制は多岐多様であり、長期安定的な立地選択にとって、配慮を
要する論点は多く、本講義では投資家の待遇に係る制度を中心に論じます。

ベトナム・ラオス投資の法実務―実際の事例や現場の声を踏まえて：
ベトナム法制の概要、また日本企業がベトナムに投資に際して直面する実務
上の法的問題について、実際の事例を取り上げながら説明します。また同
じく社会主義国でベトナム法の影響を受けるラオスについても紹介します。

アジアにおける知的財産権制度の役割－日本ASEAN協力を踏まえて：
知的財産分野における日ASEAN協力は1990年代に開始され、各国の知
財庁の強化と知財インフラの整備を中心に進められてきた。本報告ではこ
れまでに達成されたプログラムを振り返り、これからの日ASEAN協力の
在り方を展望します。

ミャンマー・ビジネスと投資法制―投資ブームから撤退まで：
かつて「アジア最後のフロンティア」として投資ブームに沸いたミャンマー。
2021年の政変後は、撤退が相次いでいます。その過程で、日本企業がどう
行動したのか、その行動選択を支えた投資法制の変遷について解説します。

アセアン諸国の競争法と投資活動： 外国投資に当たっては、受入国の競争
法に違反しないように行動するとともに、競争法違反による被害を受けな
いよう留意が必要である。日本市場において外国企業が直面してきた独禁
法の問題を参考に、アセアン諸国の競争法の特徴や運用状況を参照しつつ、
投資企業が留意すべき課題を概観します。

アセアン諸国の労働法―解雇法理の動向を中心に：
海外進出する日本企業にとって労使紛争をいかに処理するかは経営上重
要な問題だが、なかでも解雇問題は最も深刻な問題を生み出す。アセアン
諸国の解雇法制は、厳しい解雇制限から、緩やかな規制まで多様であり、整
理検討します。

シンガポール会社法―参入と退出に焦点を当てて：
本講義では、現地子会社の設立や現地法人の買収といった算入面の話と、
そうした現地法人の売却や清算（解散）・倒産処理といった退出面に焦点を
当てつつ、シンガポール会社法のいくつかの特徴を解説します。
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ゼミナール実施を通じて社会還元しています。今年度のテーマは、アセアン投資の法制度。 日本企業は
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護士を講師に迎え、これからのアジア投資の可能性を占う視点で、法制度の現状と課題を掘り下げます。
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